
（中期目標期間終了時の検討に係る意見書イメージ）
平成　年　月　日

大阪府知事　橋下　徹　様
大阪府地方独立行政法人評価委員会
委員長　奥林　康司　　　　　　
意　　見　　書
公立大学法人大阪府立大学の中期目標の期間の終了時の検討について、地方独立行政法人法（平成15年法律第118号。）第31条第2項の規定に基づく大阪府地方独立行政法人評価委員会の意見は下記のとおりである。

記

１（今後継続して取組みを要望する事項）
地方独立行政法人化による特長を活かし、経営面や運営面で成果をあげている取組みについて、今後も継続した取組みを期待したい。
（例）・理事長のトップマネジメントによる自律的・自主的な経営
　　　 ・外部研究資金の積極的な獲得　　
２（今後一層の取組みを要望する事項）
今後の法人運営を行うに当たり、以下の点に留意して、取組みを行われたい。
（例）・大阪府の地方独立行政法人として、高度人材養成や地域貢献に一層に取り組む
・法人の機動性、自律性を生かし、一層の経営効率化を図る
　　　　　
３（中期目標等の策定に当たっての留意事項)
　なお、次期中期目標等の策定に当たっては、以下の点に留意されたい。

（例）・活動実績だけでなく、府民への説明責任の観点から、成果を示せるような目標設定を工夫すること
　　 ・他府県等の事例も参考にし、経営面での指標を設定すること

以上
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